
（別紙１） 

 

事業内容の詳細等 

 

第１ 事業の取組内容 

事業実施主体は、園芸産地の育成を促進し、実需者ニーズに対応した園芸作物の

生産拡大を実現するため、まとまった規模で安定的に園芸作物を生産及び供給する

ことが可能となる水田地帯において、園芸作物への作付けの転換に向けて以下の取

組を行うことができるものとする。 

１ 全国協議会の設置・運営 

実需者ニーズに対応した園芸作物の生産拡大を実現するため、新しい園芸作物産

地の育成に必要な技術面や販売面での課題の抽出、改善方策の検討等を行うなど、

水田地帯における水稲等からの転換による園芸作物の生産・出荷体制の構築に向け

た事業運営に必要な協議会を開催するものとする。 

２ 先進的な生産技術等の普及に向けた取組 

（１）検討会の開催 

生産者、物流事業者、実需者、学識経験者等で構成される検討委員会を開催

し、水田地帯において、園芸作物に作付けを転換することを通じて新しい園芸産

地を育成するために必要な生産技術の情報収集、意見交換会の開催、現地検討会

の企画、生産技術導入マニュアルの作成・普及等を実施するものとする。 

（２）先進事例調査等の実施 

水田地帯において既に園芸産地の育成を実現し、先進的な生産技術を導入して

いる先進産地や経営状況に関する事例調査、現地検討会及び労働環境の整備等経

営力の向上や栽培技術の向上に資するセミナーの開催等を実施するものとする。 

（３）交流会の開催 

新しい園芸産地の育成に必要な販路の確保・拡大を促進するための交流会の開

催を実施するものとする。 

３ 先進的な出荷技術の普及に向けた取組 

（１）検討会の開催 

生産者、物流事業者、実需者、学識経験者等で構成される検討委員会を開催

し、水田地帯における園芸作物への転換による新しい園芸産地の育成に必要な安

定的かつ効率的な出荷方式・技術に関する情報収集、出荷方式・技術の導入・普

及に向けた意見交換会の開催、現地検討会の企画、出荷方式・技術導入マニュア

ルの作成・普及等を実施するものとする。 

（２）事例調査、実証試験等の実施 

安定的かつ効率的な出荷方式・技術を既に導入している先進産地の事例に関す

る調査や検討会の開催、実証試験の実施、出荷方式・技術の取りまとめ等を実施

するものとする。 

（３）出荷実態等調査の実施 

安定的かつ効率的な出荷方式・技術の導入に向け、園芸作物の出荷規格や出荷

形態等の実態把握に必要となる物流事業者及び実需者等への実態調査及び園芸作

物の輸入動向や国内需給等に関する調査を実施するものとする。 



 

第２ 補助要件 

事業実施主体についての補助要件は、次に掲げるとおりとする。 

１ 本事業の趣旨に即して全国規模での取組を実施する協議会であること。 

２ 事業に関する事務手続を適正かつ効率的に行うため、協議会の代表者及び意思決

定の方法、事務・会計の処理方法及びその責任者、財産管理の方法、内部監査の方

法等を明確にした協議会の運営等に係る規約（以下「協議会規約」という。）が定

められていること。 

３ 協議会規約において、一つの手続につき複数の者が関与するなど、不正を未然に

防止する仕組みが設けられており、かつ、その執行体制が整備されていること。 

４ 事業内容が第３の成果目標の達成に結びつく取組であること。 

５ 事業実施計画が事業の目的に照らし適切なものであり、かつ、事業を確実に遂行

するため適切なものであること。 

６ 事業費のうち事業実施主体の負担分について、適正な資金調達が可能であるこ

と。 

 

第３ 成果目標の設定 

成果目標及び目標年度は、以下のとおりとする。 

１ 成果目標 

本事業で実施する現地検討会・交流会等において、水田地帯における園芸作物へ

の転換による新しい園芸産地の育成を加速化させるため、生産・出荷に係る最新の

知見等を合計 2,000名以上に対して情報提供し、普及・推進につなげるものとす

る。 

２ 目標年度 

目標年度は事業実施年度とする。 

 

 


